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1. 東大阪市の概要 

東大阪市は、昭和 42 年 2 月に、布施市・河内市・枚岡市の 3 市が合併して誕生しました。 

人口は、令和元年度現在で約 49.3 万人であり、大阪市・堺市に次いで大阪府第 3 位の人口を

擁しており、中核市に指定されています。 

本市は、河内平野のほぼ中央部に位置しており、西は大阪市に、南は八尾市に、北は大東市に

隣接し、東は生駒山を境に奈良県と接しています。市域は、東西に 11.2km、南北に 7.9 ㎞で、

総面積は 61.78 ㎞２となっています。 

地形は、生駒山地の傾斜地を除いて大部分が起伏の少ない標高５ｍ前後の平坦部が広がってお

り、市内の主要な河川である、恩智川、玉串川、第二寝屋川、長瀬川が南から北に流れ、寝屋川

を経て大阪湾に注いでいます。 

本市は、わが国のほぼ中央部に位置し、瀬戸内性気候に属している関係から、気候は概して温

暖で、年平均気温は 17℃前後となっています。 

また、本市は交通利便性の高い都市であり、鉄道は 6 路線、駅は 23 ヵ所に 26 駅があります。

平成 31 年 3 月には JR おおさか東線が新大阪駅まで延伸され、さらに令和 11 年には大阪モノ

レールが本市内まで南伸予定となっており、さらに利便性が高まっていきます。 

また、広域交通を担う道路が縦横に整備されており、自動車専用道路では近畿自動車道・阪神

高速道路東大阪線・第二阪奈有料道路が、また主要幹線道路では国道 308 号・国道 170 号・

府道大阪中央環状線があります。 

 

 

 

図 2.1 東大阪市の位置 
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2. 水道事業の沿革 

本市の水道は、昭和 7 年に旧布施市で給水を開始しました。その後、昭和 31 年に旧河内市、

翌年の昭和 32 年に旧枚岡市でそれぞれ給水が開始され、昭和 42 年にそれら 3 市が合併され東

大阪市が誕生しました。 

合併後、旧 3 市の水道事業を継承し、東大阪市としての事業が開始されました。以来、都市の

発展に伴う人口の増加や生活様式の多様化などによる水需要の増大に対応するため、3 次にわた

る拡張事業をはじめ、配水施設整備事業や配水管更生事業等を実施し、安心で安全な水道水を安

定的に供給してきました。 

その後、これまで拡張してきた水道施設・管路の老朽化が進む中、健全な施設を保つために維

持管理・更新をしてきましたが、阪神淡路大震災・東日本大震災をはじめとする大災害が相次ぎ、

施設・管路の耐震化が求められるようになりました。 

このように、本市水道は安定給水の確保を目指す「建設・拡張」の時代から、「維持管理・更新」

の時代、さらに現在では、今後の水需要の減少も見据え、水道施設全体の最適化を図る「再構築」

の時代に移っています。 

創設当初約 45.7 万人だった給水人口は、市の発展にあわせて増加し、昭和 58 年度には約 52.2

万人に達しました。以降は人口の減少に伴い給水人口も減少し、令和元年度時点では、約 49.3

万人となっています。 

また、水道の普及率※7は、創設当初の 95.9%から上昇し、昭和 63 年度の時点で 99.9%を達

成し、現在に至っています。 

 

 

 

図 2.2 東大阪市水道事業の変遷  
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3. 水道事業の概要 

（1） 東大阪市の主な水道施設 

市内には、取水場※8と浄水場※9が 2 施設、配水場※10が 4 施設、ポンプ場※11が 1 施設、配

水施設が 15 施設それぞれ存在し、これら水道施設を活用して市内へ給水しています。 

 

 

図 2.3 主要な水道施設の位置図 
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（2） 水道施設の概要 

●水道水源 

本市には水源となる大きな河川や湖沼がないため、主に、淀川から取水して高度浄水処理※

12されている「大阪広域水道企業団※13」の水を受水※14・購入し、配水池に貯めて各家庭へ

送り届けています（全体の約 94%）。また、一部地域は大阪市からの分水※15により給水し

ています（全体の約 5%）。 

一方で、自己水源は生駒山の湧水のみとなっており、全体の約 1%となっています。 

 

 

 

 

 

 

    

図 2.4 水の供給元と施設位置 

 

●資産の内訳 

本市では、資産総額 310 億円の水道

施設を保有しています。内訳は右図に示

すとおり、大部分を管路が占めており、

市内全体の延長は約 1,040km（大阪～

青森間の距離と同程度）に及びます。 

図 2.5 東大阪市水道施設の資産内訳 
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●給水区域と水運用 

本市の地形は、市域の大部分を高低差の少ない平野部が占めていますが、市域の東部には、

標高 642m の生駒山を中心に生駒山地が南北に連なり、山麓では扇状地が緩やかな傾斜をみ

せています。給水区域※16は、標高 0.54m から 10ｍまでの平野部、標高 10m から 150m

（一部 230m）までの山間部に給水を行っています。 

このため、平野部はポンプによる加圧配水、山間部では位置エネルギーを利用した自然流

下による配水を行っています。 

山間部は標高により段階的に水道施設を配置する必要があることから、市域東部に水道施

設が多く整備されています。 

 

 

 

図 2.6 給水区域と施設位置 
 

 

 
図 2.7 東大阪市における配水イメージ  
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（3） 経営状況 

本市水道事業の経営における、健全性や効率性などを表す経営指標は以下のとおりです。 
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■経常収支比率 

水道事業の経営で得られる収入に

よって支出がどの程度まかなわれて

いるかを表す指標で、経営の健全性を

示しています。 

現状では 100％以上で推移してお

り、収支は健全な水準にあると言えま

すが、今後、水需要の減少に伴い、収

支が悪化する可能性があります。 

■企業債残高対給水収益比率 

給水収益に対する企業債残高(借り

ているお金)の割合を表す指標で、財

政状況の健全性を示しています。 

現状、大阪平均・類似団体平均・全

国平均と比較して低い水準を維持でき

ていますが、やや増加傾向が見られる

ため、今後も財政健全化に向けて企業

債残高の縮減を図る必要があります。 

低い方が望ましい 

高い方が望ましい 

高い方が望ましい 

低い方が望ましい 

■給水原価 

水道水を 1m3 届けるために必要と

なる経費を示した指標です。 

全国平均に比べて低い水準にあり

ますが、大阪平均・類似団体平均と比

べて高いことから、発生経費の抑制に

向けて計画的な施設更新・維持管理等

を行っていく必要があります。 

■流動比率 

短期の支払債務に対して、支払資金

が十分あるかを示す指標です。 

現状では 200％以上で推移してい

るものの、大阪平均・類似団体平均・

全国平均に比べて低く、低下傾向が見

られるため、支払資金確保に向けた取

組みを検討する必要があります。 

※類似団体：以下の条件に該当する本市と経営環境が類似する２0 事業体の平均値 

「人口規模が３０万人以上」「水源は受水を主とする」「有収水量密度が全国平均以上」 

※大阪平均：町村を除く本市と 32 市の平均値 

※大阪平均、類似平均、全国平均は H30 年度の値 
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■有収率 

施設の稼働状況がそのまま収益に

つながっているかを示した指標です。 

大阪平均と同程度で、類似団体平均

や全国平均よりも高いことから、無駄

が少ない経営ができているため、今後

も有収率の維持・向上に努めていく必

要があります。 
高い方が望ましい 

高い方が望ましい 

低い方が望ましい 

高い方が望ましい 

■料金回収率 

供給単価（販売単価）と給水原価の

関係を表す指標で、100%を下回る

場合、給水にかかる費用が水道料金に

よる収入で賄われていないことにな

ります。 

大阪平均・類似団体平均・全国平均

に比べて低く 100%を下回っている

ことから、今後は、経費の削減や料金

の適正化により料金回収率の向上を

図る必要があります。 

■施設利用率 

配水能力に対する配水量の割合を

表す指標で、施設の利用状況を示して

います。 

大阪平均・類似団体平均・全国平均

に比べて低いことから、施設規模の適

正化に向けた検討を行う必要があり

ます。 

■管路経年化率 

法定耐用年数(40 年)を超えた管路

の割合を表す指標です。 

大阪平均・類似団体平均・全国平均

に比べて高く、上昇傾向が見られるた

め、今まで以上の管路更新を計画的に

実施していく必要があります。 

※類似団体：以下の条件に該当する本市と経営環境が類似する２0 事業体の平均値 

「人口規模が３０万人以上」「水源は受水を主とする」「有収水量密度が全国平均以上」 

※大阪平均：町村を除く本市と 32 市の平均値 

※大阪平均、類似平均、全国平均は H30 年度の値 



 

 

- 13 - 

 

 

 

 

 

図 2.8 東大阪市と類似団体における経営指標の比較 
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■管路更新率 

管路全体の総延長に対する当該年

度に更新された管路延長の割合を表

す指標です。 

全国平均よりも高いものの、大阪平

均や類似団体平均と同程度で、管路経

年化率が高いことから、今後もさらな

る管路更新率の向上に努めていく必

要があります。 

高い方が望ましい 

※類似団体：以下の条件に該当する本市と経営環境が類似する２0 事業体の平均値 

「人口規模が３０万人以上」「水源は受水を主とする」「有収水量密度が全国平均以上」 

※大阪平均：町村を除く本市と 32 市の平均値 

※大阪平均、類似平均、全国平均は H30 年度の値 
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（4） 組織体制 

●組織 

社会環境の変化、市民ニーズ、事業課題に対応し、今後より一層の経営の効率化、災害時

等における即応体制の確保、技術の継承及びお客さまサービスの維持・向上を図り、人員と

財源を適正に投入できる効率的かつ効果的な組織へと再編するため、令和 3 年４月から以下

のように上下水道局の組織を改正します。上下水道局の中に、水道事業に係る業務を実施す

る水道総務部と水道施設部を設置し、担当業務に応じて４室 11 課に区分します。 

 

図 2.9 組織図 

●職種別職員数（再任用職員を含む） 

水道事業に係る職員は、事務職員 76 人、技術職員 83 の計 159 人で構成されています。

また、年齢構成では 60 歳以上の再任用職員の人数が多く、全体の約 2 割を占めています。 

 

図 2.10 職員の年齢構成  
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